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釧路市の自立支援プログラムと社会的排除／包摂概念 
 
鈴木 奈穂美 
 
はじめに 
 
 日本は 1990 年代に入り、高い水準の雇用、安定した家族関係に裏付けられた価値観が崩壊し
たことで、家族福祉・企業福祉、正規雇用者世帯や自営業世帯を中心にした社会保障制度によっ
て支えられていた福祉国家のセーフティネットが脆弱になった。これにより、経済的不安定性
に由来する構造的な失業や貧困といったことから生じる課題が浮き彫りになってきた。このよ
うな問題は、「社会的排除」という文脈の中で捉えられ、その対応策として「社会的包摂」政策
が実施されるようになった。「社会的排除」は、1980 年代頃から欧州を中心に議論が展開され、
従来の貧困問題と異なり経済的貧困のみならず他者や社会との「つながり」が断たれてしまっ
た状態も含めてとらえようとする概念である。そのため、多様なリスクを抱えた人が社会的包
摂施策の対象となっている。 
 日本においても、21 世紀に入り社会的排除／包摂への関心が高まり、各地で政策的な取り組
みが始まった。その課題の 1 つとして若年層の就労問題が挙げられるが、長期失業や不安定就
労といった労働市場で生じている経済的な問題に限ってしまうと適切な問題把握ができず解決
策に至らないという事態に直面するようになった。そこで、生活保護の受給や多重債務、住宅
支援、障がい者福祉など多岐にわたり生じている問題を包括的にとらえようとする動きが出て
きた。 
 社会的排除／包摂概念は、「多様性と曖昧さを含んだ概念（Bhalla & Lapeyre 1999＝2005）」で
あるとか、「社会へ参加しているか、していないか（in and out）の二分法で割り切る」のは「あ
まりにも単純すぎるのではない（岩田 2008）」との批判もある。しかし、現代社会で生じてい
る不安定性を、経済的な問題とだけしてしまうと適切な問題把握ができないという現実を受け
止め、社会的・経済的な問題としても紐解こうとしている新しい概念である。 
日本各地で行われている社会的包摂施策のなかで多くの関心を集めているものに、釧路市の
自立支援プログラムがある。本稿では、2011 年 3 月に実施した釧路市福祉事務所や釧路市内を
フィールドに活動する NPO のインタビュー調査、その時に収集した基礎資料を中心に自立支援
プログラムを分析しながら、社会的排除／包摂概念の特徴とその議論における今後の課題につ
いて検討することを目的としている。 
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本稿の構成だが、1 節では釧路市の就労環境について概観し、2 節では釧路市の生活福祉事務
所が実施している生活保護受給者の自立支援プログラムの概要をまとめていく。そして、釧路
市の実践を支えている「自立」概念は社会的排除／包摂論と深い関わりがあるため、3・4 節で
は、社会的排除概念と社会的包摂政策の特徴を整理する。さらに、5 節では、社会的排除を生
みだす背景と考える個人化・個人主義の進展がもたらした弊害について検討していく。その上
で、6 節では、現段階で考えうる社会的排除／包摂施策の課題について考察していく。 
 
１．釧路市の就労環境 
 
釧路市は基幹産業であった漁業の不振、製紙業の衰退、太平洋炭坑の閉鎖などを背景に、地
域経済の低迷と貧困という問題を抱えている。このことは、就労環境の悪化にも影響を与えて
いる。 
1981 年以降横ばいであった事業者数は 1990 年代に入り減少し、2006 年は 9,732 事業所となっ
た。また、従業者数は 1980 年代・90 年代はほぼ横ばいであったが、1996 年以降減少し、2006
年は 84,024 人まで落ち込んだ（図 1）。日本の有効求人倍率をみると、いざなぎ超えの長期景気
拡大期といわれていた 2002～2006 年は増加傾向にあり、2007 年は多少減少したものの 1.0 を超
えて推移していたが、リーマンショック以後、低下している。一方、釧路市のそれは、2000 年
以降一貫して 1.0 を超えることはなく、全国平均と比較しても低水準で推移し、2009 年度は 0.32
であった（図 2）。調査時点では 2010 年度の有効求人倍率が算出されていなかったが、4 月の
0.33 からほぼ横ばいで 7 月まで続き、8 月の 0.36 以降微増し、2011 年 1 月には 0.42 となり多少
の回復がみられたものの、いまだ低水準といえる。 
さらに新規高卒者の就職環境は劣悪な状況にある。2010 年 3 月卒業者の場合、有効求人倍率
は 1.18（管内 1.04、道内 0.88、道外 2.54）であったが、2011 年 3 月卒業者は 0.95（管内 0.76、
道内 1.03、道外 2.23）となっていた。また就職内定率をみると、2010 年 3 月卒業者 58.9％から
2011 年 3 月卒業者 53.5％と低下しており、さらに 2011 年は管内 43.6％、そのうち女性 39.9％
と低水準であった（表 1）。また、学歴別に 2009 年 3 月卒業者と 2010 年 3 月卒業者の新規学卒
者初任給を比較すると、男女共に釧路管内の高校卒の初任給が減少していた（表 2）。 
これらのデータから、釧路市を中心とする釧路総合振興局管内の悪化、若年層や女性の低調
が読み取れる。ハローワークの担当職員に行ったインタビューによると、地元に対する愛着が
あるという理由もあるが、引越し費用の捻出に課題を抱えており、住居の移転の伴わない就職
を望んでいる生徒（就職を希望している高校生）が多いという。 
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図 1 釧路市の事業所数と従業員数 
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資料 総務省統計局「事業所・企業統計調査」（各年） 
注）現在の釧路市は、2005 年 10 月 11 日に、旧・釧路市、阿寒町、音別町が合併し誕生したため、
2001 年以前のデータは 3 町市の合計である。 
 
図 2 有効求人倍率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 資料 釧路公共職業安定所 資料 厚生労働省「職業安定業務統計」 
 注）「パート」を含む数値 注）新規学卒者を除きパートタイムを含む 
 
表 1 新規高卒者の職業紹介状況（2011 年 1 月末） 
 
 
 
 
 
資料 ハローワークくしろ「ハローワーク REPORT」平成 23 年 1 月 
 
単位　％
計 男 女 計 男 女
計 53.5 62.6 46.1 58.9 66.0 52.4
管内 43.6 50.0 39.9 52.6 58.3 48.9
道内 67.5 72.5 61.1 59.8 63.3 56.2
道外 89.3 90.2 86.7 84.3 87.3 73.3
就職
内定率
2011年3月卒 2010年3月卒
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表 2 学歴別新規学卒者初任給 
単位　千円
釧路 札幌 釧路 札幌 釧路 札幌 釧路 札幌 釧路 札幌 釧路 札幌
2009年3月卒業 155 159 148 155 163 169 156 162 197 200 195 198
2010年3月卒業 154 163 143 159 158 171 158 164 194 203 195 197
前年差額 -1 4 -5 4 -5 2 2 2 -3 3 0 -1
男性 女性 男性 女性
高校卒 短大卒 大学卒
男性 女性
 
資料 ハローワークくしろ 
注）釧路管内及び札幌（札幌・東・北）管内事業所の新規学卒者（一般被保険者）の採用時の平均
賃金であり、基本給と定額的手当（ボーナス、残業手当、通勤手当等を除いたもの）の合計額
である。 
 
図 3 釧路市の被保護者世帯数と被保護人員数 図 4 釧路市の保護費の推移 
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注）被保護世帯数・被保護人員は年度の月平均値である。 
 資料 釧路市生活福祉事務所・ 資料 釧路市生活福祉事務所・ 
 各行政センター保健福祉課 各行政センター保健福祉課 
 
 
これらの実態をふまえると、釧路市は、年々、働く場が減少しており、働く場の確保が困難
な社会であるといわざるをえない。殊に高校生の状況は困難を極めている。この労働環境を反
映してか、生活保護を受給している世帯数・被保護人員数は年々増加しており、2009 年平均で
は 49.5‰と 20 人に 1 人が生活保護受給者となっている（図 3）。そのため、釧路市の保護費は
上昇傾向にあり、2009 年度は約 134 億円であった。 
日本全体のデータであるが、厚生労働省（2004）によると、非正規雇用の地位にある就業期
間が 1 年以上という者が 8 割弱おり、長期間にわたって非正規雇用者である者は少なくない。 
また、前職の雇用形態別に離職した若年層の転職後の雇用形態をみると、正規雇用者のうち
次の職場も正規雇用で転職している割合と、非正規雇用者のうち次の職場も非正規で転職して
いる割合が高い（厚生労働省 2006）。非正規から正規雇用への転職は、過去 10 年間、約 20％で
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推移しており、非正規から非正規への転職の増加傾向と比較すると高い値とはいえない（図 5）。
そして、離職失業者の離職理由別割合を年齢階級別にみると、年齢階級が若いほど「より良い
条件の仕事を探すため」と回答した割合が高く、15〜24 歳では 34.6％であった（厚生労働省
2006）。これらのデータから、良い条件での求職活動を望みながらも、正規雇用の仕事に就くこ
とが容易でない実態が読み取れる。従って、求職と求人のミスマッチという以上に、厳しい経
済情勢の中、正規雇用の仕事に就くことが限られてきているといえる。これらの調査年から 5
年以上経過したが、2008 年のリーマンショック後にこの状況が大きく改善されるほど経済情勢
が回復したわけではない。それどころか、基幹産業が不振な状況にある地域経済はさらなる厳
しい雇用環境であると推察され、若年者をはじめとする長期失業や不安定就労の問題は個人的
な問題ではなく構造的な問題として捉える必要性といえる。 
 
２．釧路市の自立支援プログラム 
 
 本節では、2011 年 3 月 1 日に実施したヒアリング調査とその後に発行された釧路市生活福祉
図 5 離職者に占める雇用形態別雇用者となった者の割合（15～34 歳（在学中の者を除く）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1）1998〜2001 年は総務省統計局「労働力特別調査」(2 月)、2002〜2004 年は総務省統計局「労働
力調査（詳細結果）」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて特別集計 
注 2）離職者とは、過去 1 年間に離職した者のことである 
出典：厚生労働省『平成 18 年版労働経済の分析』192 頁、第 3−（2）－6 表 
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事務所の報告書を中心に、生活保護受給者を対象とした自立支援プログラムの概要を整理しな
がら、このプログラムの意義と課題について検討していく。 
全国から注目を集めている釧路市の自立支援プログラムは、どのような背景で誕生したのだ
ろうか。釧路市は生活保護受給率のなかでもとりわけ母子世帯のそれが高かい地域であった。
このことから、厚生労働省より「母子の自立支援モデル事業」の提案があり、2004 年から 2 カ
年のモデル事業を行うこととなった。モデル事業終了後の 2006 年からは高齢者世帯を除く全世
帯に対象を拡大し、「釧路市生活保護自立支援プログラム」がスタートした。このプログラムで
「中間的就労」という概念が誕生し、生活保護受給者における「自立」の在り方を提起するよ
うになった（生活保護受給者の社会的な居場所づくりと新しい公共に関する研究会 2010b）。こ
れは、就労を経済的自立と直結するだけでなく、公園の清掃や障がい者施設でのふれあいなど、
就労を通じて社会的なつながりやアイデンティティ（自尊心）を回復する政策に焦点をあてた
ものである。 
このプログラムにおける「自立」とは、厚生労働省社会保障審議会福祉部会に設置された「生
活保護制度の在り方に関する専門委員会」が 2004 年にまとめた報告書に基づいている。つまり、
「目標とする『自立』を経済的な就労だけでなく、その前提となる規則正しい日常生活や、社
会との繋がりを回復する社会生活の自立も含め」ている（釧路市福祉部生活福祉事務所 2011）。
また「中間的就労」とはこのプログラムにて行われているボランティア活動のことであり、「そ
れぞれ抱える様々な事情により、就労が困難な被保護者のための自立に向けたステップであり、
就労意欲の維持・向上機能を有するほか、規則正しい生活を通じた心身両面の健康の増進、他
の参加者ないし支援者とのコミュニケーションを通じた社会参加機能なども期待」している（正
木 2011）。内容は、①就労支援プログラム、②就業体験プログラム、③就労体験的ボランティ
アプログラム、④日常生活意欲向上支援プログラム、⑤その他のプログラムに分かれている。
このうち、②③④は従来からある一般的な就労支援とは異なるものであり、それぞれのプログ
ラムの関係性を「釧路の三角形」と言われる図のなかに位置づけている（図 6）。釧路市の自立
支援プログラムは、「目の前の保護費削減から接近するのではなく受給者の視点に立ち、ボラン
ティアから就労体験、就労へとステップアップをして、自立できるよう体系化されている点」
に特徴があり、「当事者の自尊意識・感情の回復に繋がる『社会参加型』の自立支援事業の枠組
み」となっている（釧路市福祉部生活福祉事務所 2011）。 
2009 年に立ちあがった釧路市の生活保護受給者自立支援の在り方を検討する第二次ワーキ
ンググループ会議（以下、第二次 WG 会議という）では、この自立支援プログラムの成果を振
り返り、当事者や支援者など多様な視点から課題の洗い出しを行い、「釧路の三角形」の再考も
含めて今後の基本方策について提唱している。 
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資料 釧路市福祉部生活福祉事務所 2011：7 
図 6 釧路の三角形−釧路市自立支援プログラム 
 
「社会との接点を断たれ孤立した受給者に対する社会的居場所の担保と、その場における緩
やかなエンパワーメントとを意識したもの」として評価されている「釧路の三角形」は、「就労
自立が日常生活自立と社会生活自立よりも上位に位置して」おり、「いわば、就労自立を果たす
ためのステップとして日常生活や社会生活の自立」を捉えている。そのため、「自立支援プログ
ラムの成果・到達の検証」が、結局は「就労自立の達成とそれに伴う保護廃止数や保護費の抑
制額などによって評価され」てしまう。しかし、釧路市の地域経済が厳しく、雇用の受け皿が
減少傾向にある中、「自立支援プログラムへの参加を就労自立にいたる中途の段階としてのみ捉
えることは、その状況への滞留を余儀なくされる受給者の自立意欲を…損ね」てしまう可能性
もある（同）。 
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そこで、「中間的就労」をより積極的に「半労働・半福祉」の状態と再定義する1。「当事者が、
子育て・介護・療養など自分自身の生活の中心的な課題と両立しながら、あるいは身体的・精
神的な面での条件などと相談しながら、多様な社会保障（生活保護はもちろんのこと、失業保
険・年金なども含めて）に支えられつつ、可能な範囲で自身の経験や能力を活かして、就労や
有償・無償のボランティア等を通じて社会参加をすること、またそのことによって一定の収入
を得ること」、このような考え方が、自立支援プログラムにも求められるのではないかと提起し
ている（同）。この際、「『労働のダンピング』とならないよう、行政・事業所の双方が一定の運
用基準を設けることが求められる」点にも留意している（同）。 
 自立支援プログラムは、また、「当事者性」と「人間の尊厳の回復」といった理念や原理の深
化も求められている。その実現には、宮本太郎氏の言葉を借りて「他者や社会との関係のなか
で自らの存在意識を実感できる『生きる場』」が必要になってきているという。このような立場
に立つと、3 つの自立の関係は、社会生活自立が頂点となり「社会的存在としての『私』の再
獲得こそがゴールとなり、日常生活自立はそのための必要条件、就労自立はそのための手段・
条件の一つ」として位置づけられる（同）。自立概念の関係性の変更は、第二次 WG 会議にお
いて賛否さまざまな議論がなされたそうだが、この「半就労・半福祉」という状況に留まるこ
とを推進しているわけではなく、就労の場の開拓の必要性も併せて強調していた。 
 当事者には自立を妨げる要因は多様であり、生活保護だけでは解決困難なことも少なくない。
そこで、パーソナル・サポート・サービス2や就労支援、自立支援など多様なプログラムとの組
み合わせが必要なケースがある。このとき、ケースワーカーなどの属人的な対応にまかせるの
ではなく、人・情報・サービスが行き交うハブを地域に作ることで制度的な支援システムの構
築を提案している。これにより、「受給者の世帯状況に応じた的確なアセスメントを行い、結果
を共有していくこと」が可能となるという（同）。 
 第二次 WG 会議の検討をふまえると、就労的自立を重視しながらも、それをめざすには、人
とのつながりや社会的なつながりの重要性をどのように評価するのか、悩みながらもその方向
性を見極めようとしている。自立概念のあり方について自立支援プログラムの実践者側から提
案されている点は興味深い。 
 
 
                                                                 
1 半就労・半福祉という考え方について、内閣府参与で震災ボランティア連携室長である湯浅誠氏などに
言及している。 
2 パーソナル・サポート・サービスとは、生活上困難に直面している人々に対し、個別的・継続的・包括
的に支援を実施するものであり、2010 年 6 月に閣議決定した政府の「新成長戦略」にも挙げられている。
詳細は、http://www5.cao.go.jp/keizai2/personal-s/personal-s.html,（2011/09/10 アクセス）を参照のこと。 
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３．社会的排除／包摂概念の特徴 
 
日本では 2000 年前後からさまざまな文献で EU や欧州各国の取り組みが紹介され、2000 年
代後半には釧路市のような政策事例が登場するようになった。本節では、先行研究を概観しな
がら、社会的排除／包摂概念の特徴を整理していく。 
福原（2007）によると、社会的排除という用語は、1960 年代半ばのフランスで貧困者救済活
動をしていた社会カトリック運動団体「ATD 第 4 世界（カールモンド）」などによって使われ、
1974 年、当時フランスの社会事業担当大臣を務めていた R.ルノワールが著作『排除された人々
－フランス人の 10 人に 1 人』で注目されるようになった。この中で「排除された人」とは、施
設入所児童、非行者、アルコール・薬物依存者など「社会的不適応」な問題を抱えた「経済成
長と福祉国家の恩恵が届かない人」と捉えていた。しかし、1980 年代に入ると、2 回の石油危
機を経験する中で低成長時代へと移行し、福祉国家の危機が表出し始めた。この社会的な変化
の下、「排除」とは従来の経済的な貧困の枠組みの中では説明できない問題として捉えられ、職
業的な地位や教育、居住地域など多様な側面から不利益な状況から発生していると考えるよう
になった。このような問題意識から出発した社会的排除／包摂という概念は、次第に欧州連合
によって積極的な政策課題として取り上げられるようになった。欧州連合では、1980 年代後半
から 90 年代にかけて、J.ドロール欧州委員長の方針で初めて社会的排除という語が用いられ、
1990 年代後半になると、社会的包摂にむけた政策のプログラム化が進んだ。また、この頃から
イギリスやフランスを中心に欧州各国では、「ステイタスゼロ3の若者を政策の対象とする（宮
本 2004）」ようになり、彼ら・彼女らの実態把握と社会的包摂政策が実施されるようになった。 
社会的排除論について、多くの研究者が多様な言説やパラダイムが存在している点を指摘し
ている（Barnes2005、Bhalla＆Lapeyre2004=2005、福原 2007、Levitas2005、 Silver1995、
Young2007=2008 など）。このうち、ヤングは、社会的排除に至る「他者化」のプロセスを保守
的な立場とリベラルな立場に分類して言及している（Young2007=2008）。保守的な立場では、「他
者に否定的な属性を投影し、そうすることによって自分自身に肯定的な属性を与える」という
「悪魔化」に注目しており、他者を「本質的で質的な差異」とみなしている。一方、リベラル
な立場では、「物質的ないし文化的な環境や資本の剥奪によって生じる不利」に注目しており、
「環境が改善されれば」解消されると考えている。前者に立場では、「懲罰的あるいは排除的な
政策を重視する」が、後者の立場では「教育と社会復帰という包摂的な政策を重視する」とい
う。これらは異なる立場ではあるが、どちらも、社会に包摂されている「われわれ」と排除さ
                                                                 
3 宮本（2004）によると、「ステイタスゼロ」とは主婦・学生、被雇用者、訓練生のいずれでもない状態を
指す言葉である。 
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れてしまう「彼ら」という二項対立的な思考という共通点がある。したがって、いずれの立場
でも社会の「ひび割れ」を助長してしまう恐れがあるため、富の公平な配分と多様性の自由を
保証する社会を築く「結束の政治学」の創造が必要であると述べている。 
また、バラとラペールは、社会的排除概念について 7 つの特徴をあげている。つまり、①社
会的排除へと導く要因は経済的、政治的、社会的といった多元的な要因があること、②排除ア
プローチの核心が「労働市場への統合の質」にあること、③権利へのアクセスだけでなく、社
会サービスへのアクセスという質的な問題へ着目していること、④社会的排除は長期の過程を
経て生じる問題であり、またその解決には継続性と柔軟性を要すること、⑤現在の社会的・経
済的剥奪の状態だけに注目するのでなく、排除の領域まで押しやってきたダイナミックな過程
に注目していること、⑥ある社会において人びとが必須の要素とみなす「標準的」な生活を前
提にしている相対的な概念であること、⑦既存の社会政策の抜本的な見直しを伴うものという
点から政策指向の概念であること（Bhalla & Lapeyre 1999＝2005）。これら 7 つの特徴のうち、
福原は⑤のダイナミックな過程が最も重要であると指摘している（福原 2007）が、④の時間軸
を取り入れた長期的な視点をもっていることがわかる。つまり、社会的排除は現在の状態とい
う静態的な把握よりも、「プロセス」を重視する動態的な概念といえる（岩田 2008）。 
また、所得をはじめとする経済的な状態や労働市場の参入だけでなく、社会生活とのつなが
りを強調している。阿部は社会的排除を「人びとが社会に参加することを可能ならしめる様々
な条件（具体的には、雇用、住居、諸制度へのアクセス、文化資本、社会的ネットワークなど）
を前提としつつ、それらの条件の欠如が人生の早期から蓄積することによって、それらの人び
との社会参加が阻害されていく過程（阿部 2007）」と定義している。バラとラペールの定義で
いうと①の特徴と関係するものである。岩田は、社会的排除を「関係の欠如」と「声やパワー
の欠落」を伴う「『参加』の欠如」の問題ととらえている（岩田 2008）。この捉え方からも単に
市場への参入のみとせず、社会や政治との関わりを意識した概念であることがわかる。この「参
加」というのは、自立支援プログラムにあった「自立」とも関係の深い概念であるが、のちに
説明を加えることとする。 
さらに、「社会的排除はさまざまな不利の複合的な経験の中に生まれ」るもので、「従来の社
会問題の典型的な把握方法とは異なって、きわめて『個別的』な様相」を呈しているといえる。
そのため、統計的把握は困難であり、「人生行路の軌跡の中でしか把握しにくい」ものである（岩
田 2008）。ロザンヴァロンは、「福祉国家は比較的同質な住民、集団あるいは階級の諸問題を扱
うには、うまく組織されていた」が、現在は、「全員がそれぞれ個別の状況下にある個人を、主
として引き受けねばならない」と述べている（Rosanvallon1995＝2006）。先に、排除に至る過程
の重要性を指摘したところであるが、これは個々人のプロセスに注目することを意味しており、
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個別的な理解が必要な概念といえる。 
イギリスでは、1997 年時に、労働党のブレア首相が「社会的排除防止局（Social Exclusion Unit）」
を立ち上げ、若年層への支援を始めた4。イギリスの社会的排除に対する考え方だが、社会を市
場内で競争する原子化した諸個人の集まりとみなしており、市場に参加する個人に生じるさま
ざまな歪み－差別、市場の失敗、実効性を持たない権利－は、資源が欠如したことによって生
じるとしている（福原 2007）。社会的包摂政策としては、個人にアドバイザーがつき、問題を
分析、解決法を見出していくという「個人化されたアプローチ5」を採用している。つまり、個
人や個別家族が抱える問題として個別に理解する「問題認識の個人化」と、専門的な知識をもっ
たアドバイザーによる個別の対応する「支援の個人化」に基づいて政策が行われている（宮本
2004）。 
「排除の現象はきわめて多様化した様相のもとに、社会集積ではなく差異の顕現として発生」
するため、社会的排除は均質的な現象として捉えられないという背景があるからである
（Rosanvallon1995＝2006）。同質な個人を対象としたこれまでの社会政策では、社会的排除の問
題の実態把握が困難になってきている。バラ＆ラペールは、「社会的排除の構造的要因をないが
しろにし、長期失業者に対し努力が足らない者という烙印を押す一因となる」として、「社会的
排除の個人的な次元と、統合過程に参加するという失業者や排除された人々の義務とを強調し
すぎている」と指摘している（Bhalla & Lapeyre 1999＝2005）。つまり、構造的な問題として生
じている課題を個人レベルの対応（個別的な問題把握、個別的な対策）だけでは、社会的排除
の本質的な問題解決ができるのかという疑問も生じる。政策のあり方としては、車の両輪とし
て個別的アプローチと社会的・全体論的アプローチが必要といえる。 
 
４．社会的包摂としてのワークフェア政策の課題 
 
 従来、福祉国家の中で生じる貧困問題というと、高齢者問題として捉えられることが多かっ
た。貧困対策の一環として高齢者年金や医療の整備が求められていたし、公的扶助受給者も高
齢者が多数いることからもわかる。一方、男性で稼得年齢であれば、一時的な失業に陥ること
はあっても、長期的貧困とは無縁と考えられてきた。また、多くの人が一定年齢に達すると結
                                                                 
4 イギリス以外にも各国の価値規範を反映して社会的排除／包摂政策が行われている。例えば、フランス
では、社会的排除は、連帯にもとづく人々のつながりの断絶、国家による社会的結束の保護の失敗として
みなされている。すなわち、個々人の権利・義務の相互関係として社会を把握し、こうした社会の秩序か
ら個人が離脱させられ市民権が侵害されていく過程及びその結果を意味している（福原 2007）。また、アメ
リカではアンダークラス論という形で社会的排除と類似の議論を展開している（Young2007＝2008）。 
5 詳細は文部科学省青少年健全育成中央フォーラム報告書のアンディ・ファーロング（AndyFurlong）「ニー
トと社会的脆弱性に関する講演 イギリスにみる根拠」 http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/ikusei/ 
kenzenforum/kenzenchuou/07061917/006/002.htm（2011/12/1 アクセス）を参照のこと。 
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婚する社会では、稼得年齢の男性が家族にいれば、通常、妻・子は安定した生活が営めたし、
ライフコースが進むにつれて想定できる社会的リスクに備えることもできた。たとえば、年金
制度などは、自営業世帯や男性片稼ぎの雇用者世帯を想定して設計されてきた。農業をはじめ
とする自営業世帯は事業とそれにかかわる資産を子どもに継承し、また男性雇用者は長期間（お
おむね定年まで）雇用が保障され、その間に住宅や老後の備えなどの資産形成が可能であった
（山田 2009）。そのため、稼得年齢世代に対しては、一時的な失業に対応するセーフティネッ
トや、就業中に怪我をした場合に対応する労災保険などが整備されていればよかった。しかし、
IT 技術の進歩を背景としたグローバル化の進展に伴い、このような前提条件が崩れてしまい、
稼得年齢世代においても貧困の問題が無視できなくなったし、一時期よりも新卒で安定した仕
事に就ける若年層も減少している。 
 このような中で実施されている代表的な社会的包摂政策は、労働への参加と福祉政策との関
係性から、ワークフェア、アクティベーション、ベーシック・インカムなどのアプローチに分
類できる（宮本 2009）。ワークフェアとは、福祉給付（所得保障）の条件として、就労（求職
活動や職業訓練等も含む）を義務付ける政策であり、アクティベーションとは、就労支援や教
育など社会サービスの提供を福祉給付（所得保障）と並列しておこなっていく支援に比重を置
いた政策である。従来、アメリカ6などではワークフェアを、デンマーク7をはじめとする北欧
諸国ではアクティベーションを中心に実施されてきたが、近年、欧米各国ではワークフェアへ
とシフトしている。これらはいずれも労働参加を強調するものであり、3 節でみた自立概念を
用いると、就労自立を最上位に位置づける考え方といえる。特に、ワークフェアは「セイフティ・
ネットを資格化、条件化することによって、それを限りなく市場原理に近づけようとするもの
である」ともいわれている（渋谷 2003）。ダウンサイジングとアウトソーシングに基づく正規
雇用者の労働市場の縮小という構造的な問題に異議を唱えることなく、個人レベルの問題認識
と対策だけでは根本的な問題解決に至らないだろう。新自由主義的なワークフェアの盲目的な
推進は、雇用の場の足りない社会では、より自尊心を喪失させ個の尊厳を保障できなくなる一
方、排除された者は社会への不信感・不安感を募らせてしまい、社会からさらなる孤立を招く
恐れがある。 
これに対して、ベーシック・インカムは、就労と福祉支援（所得保障）を切り離して考える
施策で、ミーンズテストや就労の条件化も行わずに、原則全ての人に一律の所得保障をすると
                                                                 
6 アメリカでは 1960 年代にワークフェアが提唱され 1996 年のクリントン政権時に導入された TANF
（Temporary Assistance for Needy Families：貧困家庭一時扶助）制度が典型的である。詳細は宮本（2006）
を参照のこと。 
7 デンマークはアクティベーションの導入により、1990 年代に失業率の減少に成功したことで注目され
た。フレキシキュリティ（flexicurity）モデルとも言われている。アクティベーション導入から 10 年程度経
過しているが、現在では、その効果に疑問符がついている。 
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いうものである。社会的包摂の場は労働市場に限らず、生活の場における多様な活動（家庭で
の無償労働や地域でのボランティア活動等）に積極的に参加することを奨励するというもので
ある。ベーシック・インカムには、無条件性と個人単位という特徴がある（武川 2008）。その
ため、この議論をする際、財源問題や、「貧困のわな」「フリーライダー」といった倫理的な観
点から批判される。そこで給付の対象を絞り込む「参加所得」などの考え方がでてきた8。参加
所得とは、イギリスの経済学者 A.B. アトキンソン（Anthony B. Atkinson）によって提唱された
条件付きのベーシック・インカムである。これに類似したものとしてベック（U. Beck）が提唱
した市民所得がある。 
ベーシック・インカムについては、リバタリアニズムやリベラリズム、社会主義、コミュニ
タリアニズムなど多様な立場から論じられているが、福士は、持続可能な社会づくりのため、
市場経済以外の経済システムの意義を再考し、個人の潜在能力を発揮しうる素地につながると
して参加所得の意義を説明している（福士 2009）。釧路市の第二 WG 会議が提起した「半就労・
半福祉」という考え方は、参加所得に近いものと筆者は考える。社会的包摂政策としてはワー
クフェアが主流となっている現在、ワークフェアでは連帯なき自立が強調されてしまい、十分
な包摂が実現できない恐れがある。多様な立場の者がベーシック・インカム論を展開している
点に注目し、どのような思想を背景に論じられているのかを慎重に見極める必要はあろうが、
今後、社会的包摂政策の一環として参加所得などが実践側の中から検討される可能性はあるだ
ろう。 
 
５．個人化・個人主義の進展がもたらした弊害 
 
 社会的排除の発生は、経済のグローバル化による地域経済や労働市場の変容に起因するもの
であるが、それだけが原因ではない。個人化・個人主義の進展によるところも大きい。そもそ
も個人主義という考え方は、市民社会と資本主義の発展とともに、政治や経済、社会の各領域
で浸透してきた歴史がある。西洋の社会では、おおむね 19 世紀までは「自由」を重視する個人
主義を求めて市民運動や労働運動が起り、「国家からの自由」の実現のため自由権的人権が確立
した。20 世紀に入ると、個人レベルで解決できない課題が明らかになり、市民運動や労働運動
の目的も公正な社会生活の保障へと代わり、「国家による自由」を実現するため社会権的人権が
確立した。そして、福祉国家や労働運動などによる国家単位の社会的連帯が強化され、その意
                                                                 
8 条件付きのベーシックインカムには、参加所得以外に期間限定型ベーシックインカムがある。これは、
生涯通じて支給されるベーシックインカムの期間を限定して給付するというものである。ドイツのクラウ
ス・オッフェ（Claus Offe）が提唱している「サバティカル・アカウント」などがある。実際、スウェーデ
ンでは「フリーイヤー」制度を導入している。詳細は武川（2008）を参照のこと。 
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義が社会的にも認識されるようになった。経済成長や完全雇用などのスローガンのもと、20 世
紀第 3 四半期まではこの社会的連帯が有効に機能していた。しかし、20 世紀の第 4 四半期にな
ると経済成長が困難となり、福祉国家が機能不全に陥った一方、自己責任論が台頭し、社会的
連帯をもとに生活保障を行うことへの批判も出てくるようになった。 
これは社会情勢の変化によるところも大きく、社会問題の表れ方が、同質的な集団に同質的
に表れるわけではなく、個々の状況下で個別に発生するようになったことが一因としてあるだ
ろう。したがって、事態を理解するには、地理的場所や年齢、性別、学籍など客観的な特徴よ
りも、これまでの職歴や家族構造の変化、心理的な個人史など直裁に生活経歴にかかわる変数
に注目し、社会的排除が発生する過程を理解する必要がある（Rosanvallon1995＝2006）。個人化
は、「ある『社会的現実』に対する複数の選択肢の存在と選択しようとする意志をもった主体の
存在を前提と」している（山田 2004）。ベックによると、個人化は「生活情況の制度化と標準
化とをともなってあらわれ」、「解放された個々人は、労働市場に依存しており、そのために、
教育や消費や社会保障法の規定や給付に依存し、交通計画や消費財の供給に依存し、医学や心
理学や教育学の助言や助力の能力や型に依存している。これらはすべて『制度に依存した個々
人の情況』に対する特別な統制構造がある」と指摘している（Beck1986＝1998）。つまり、個
人化の進展は市場経済の発展のみならず福祉国家の確立によってももたらされたというのであ
る。 
経済学は市場経済を方法論的個人主義の立場にたっているため、経済システムと個人主義が
親和的である点は納得いくだろうが、福祉国家は社会的連帯に基づく集合主義的な立場をとる
ものであり、一見すると個人主義とは相容れないようにも思える。だが、福祉国家が整備した
諸制度は個々人や世帯を支えるものであったため、それまで社会的リスクを支えていた伝統的
な地域共同体の互助を必要としなくなった。これにより、共同体に基づく互助組織は弱体化し、
個々人や世帯単位で自立した生活を営むようになった。これが個人化・個人主義を後押しし、
ベックのいう「制度化された個人主義（institutionalized individualism）」が確立したのである（Beck, 
et al 2002）。 
個人化・個人主義は家族、地域、職場といった多元的な領域で進展していった9。まず家族の
領域では、近代社会であっても長らくは、分割不可能な社会の最小単位とは核家族であった。
近代社会では、「家族（および国家）は、選択不可能かつ解消困難な関係として把握されて」お
り、「個人化できない関係の象徴」であった（山田 2004）。そのため（核）家族とは「安定した
準拠枠」とされてきた。しかし、20 世紀の第 4 四半期になると（核）家族がさらに分割され、
個々人が社会の最小単位となっていった。「個々人が、社会的な生活世界における再生産単位」
                                                                 
9 武川（2007）では、消費における個人化についても言及している。 
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として、「家族の内外で、市場に媒介された生存補償およびそれと関連する人生設計・組織化の
行為者」となった（Beck1986＝1998）。その結果、これまで選択不可能かつ解消困難であった
「家族関係自体を選択したり、解消したりする可能性が増大する」ようになった（山田 2004）。
この個人化・個人主義の過程は、一方で個人が「集団による拘束から解放され、自立と自由を
手に」することができるようになったが、他方では「集団による保護を喪失し、場合によって
は、集団から放逐され排除される」ようになった（武川 2007）。これは、社会的排除を引き起
こす原因の 1 つと考えられる。 
次に地域では、伝統的な地域社会では世帯単位で加入する地縁組織によって支えられていた。
さまざまな課題に対して包括的に対応する地縁組織は、日本では福祉国家と密接に関わりが
あった。ときにはインフォーマルな行政の末端組織として位置づけられることもあった。この
地縁組織が、市場経済と福祉国家の発展に伴い、その役割が十分に果たせなくなってきた。そ
の一方で、1980 年代後半から、住民参加型在宅福祉サービスに代表される個々人の自立的な自
由意志を反映する個人単位で加入可能なボランタリー組織を通じた活動に注目が集まるように
なった。これは、社会福祉領域やまちづくりの領域をはじめ社会サービスの担い手として、個
人の参加意識が国の政策に組み込まれていくようになった。この流れは、サービス供給のみな
らず、地域社会で生じる課題把握にも影響を与えるようになった。かつては、「同和地区に対す
る差別のように集団単位でおこなわれた（同）」課題認識が、現在では個人単位でおこなわれる
ようになり、生活圏と考えられる地域社会において集団を意識する機会は減少し、住民として
「原子化」「私化」が進んでいった。 
最後に職域における個人化だが、労働市場の流動化と関係しているといえよう。1980 年代ま
で続いた日本企業の家族主義的な経営は、家族との過ごす時間のないモーレツ社員を生みだし
たなどの批判もあったが、安定した労働環境を維持し、労働者自身も職域を通じてアイデンティ
ティを確立することができた。しかし、1990 年代以降は経済のグローバル化などを背景に、「職
域からの個人の離脱（武川 2007）」が進んだ。これは雇用の不安定化をもたらすものでもあり、
男性正規雇用者の片稼ぎ世帯を前提にしていた社会保障制度の根本が揺らぐことにもなった。
社会的連帯に基づいていた社会保障制度のゆらぎは、職域によって保護される対象を狭めるこ
とになり、従来期待されていたセーフティネットが機能しなくなってしまった。その結果、想
定外の社会的リスクに個々人が直接対応するようになった。 
以上、3 つの領域における個人化・個人主義に共通するところは、行き過ぎた個人化・個人
主義が、社会や他者との対話による「関係性の構築や公共性の再建への道を閉ざしてしま」っ
たという点にあろう（前田 2010）。個人化・個人主義が進展した背景は、社会がエスニシティ
やジェンダーをはじめとする「差異」に対して寛容になったことと関係がある（Fraser1997＝2003
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など）。個人主義と並行して多様な価値観・生き方を認める多元主義が浸透していったことで、
絶対的な価値や権威が崩壊してしまった。一方で、共通した価値観を抱きにくく、社会的連帯
の難しさにも直面する。結果、社会的排除として捉えられる多様な事象は個別的な対応となっ
てしまう。この個別的な対応において、自己責任が必要以上に強調されると社会的リスクへの
対応が自己完結してしまい、他者との関係性が断たれる危険性がある。また社会的な問題とし
てとらえるべき事象が個別の問題として認識されうる。これでは、社会や他者との対話に基づ
く関係性の構築や公共性の再建をふまえて連帯して社会的リスクに取り組もうという考え方は
乏しくなってしまう。 
2010 年に NHK が制作・放送したテレビ番組を機に、現在の日本の状況を「無縁社会」とい
い、血縁・地縁・社縁が希薄になっていくことから生じる社会問題をとらえようとしている。
ソーシャル・キャピタル論をはじめ、近年、希薄になっている人間関係から生じる弊害やそれ
の再構築などについての研究も増えている（内閣府 2007、NHK「無縁社会プロジェクト」取材
班 2010、橘木 2011 など）。社会的排除の議論においても経済的・政治的・社会的つながりを課
題としており、社会的包摂政策では個人と社会をつなぐ中間組織の役割の重要性を実感する。
釧路市の自立支援プログラムでも、それを有効に機能させるため非営利組織などの中間組織の
存在が欠かせなかった。社会的リスクを抱えた個人は他者や社会とのつながりが断たれている
ことが少なくなく、関係性の欠如がアイデンティティの喪失の原因ともなっているのではない
か。 
この「関係性」とは、伝統的な共同体時代にあった強いつながりを求めているわけではない。
玄田は希望学のプロジェクト成果をふまえ、「ウィークタイズ（弱いつながり）」の必要性を指
摘している。ウィークタイズとは、もともとマーク・グラノヴェターが提唱した転職に関する
考え方であり、「自分とちがう環境にある人との、たまに会う程度のゆるやかなつながり」のこ
とである（玄田 2010）。釧路市の実践では、自立支援プログラムに関わっている非営利組織が
個人と社会との関係性だけでなく、個人（この場合は生活保護受給者）同士の関係性の基点と
もなっており、彼ら・彼女らの自立を後押ししていた。伝統的な集団主義にあるような他者や
社会とのつながりを煩わしいものとしてしまわないよう、問題を抱えた個人と支援者、行政が
オープンに交流できる場が常設されており、そこでは、さまざまな情報交流ができることが望
まれていた。釧路市生活福祉事務所（2011）では、人・情報・サービスの結節点としての「ハ
ブ」の創設を提起していたが、社会的包摂施策を進めていく上で、ウィークタイズという新た
な連帯を構築するような「ハブ」の形成が課題といえるだろう。 
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６．社会的排除／包摂施策の課題 
 
 これまで、釧路市で実施している生活保護受給者への自立支援施策の実態や社会的排除／包
摂論の整理し、個人化・個人主義について検討してきた。本節では、これまでの内容をふまえ、
社会的排除／包摂施策の課題について考察していく。 
厳しい市場競争で勝ち残るため、1980 年代以降、企業はダウンサイジングとアウトソーシン
グを進めてきたが、1990 年代の日本政府はこれらを後押しした。結果、企業は正規雇用を縮小
する一方で非正規雇用を拡大した。それにより、構造的な失業問題が浮上し、雇用者世帯と自
営業世帯を中心にした制度化された社会保険は機能不全に陥った。つまり、長期失業者や不安
定就労者の増加は、社会保障制度から漏れてしまう人びとを増加させてしまうことを意味した。
その結果、親世代が経験しなかった予測不能な社会的リスクに直面することとなった。一見、
多くの選択肢があるように見える現代社会だが、実際はその選択肢にアクセスできる機会は必
ずしも平等に配分されているわけではない。にもかかわらず機会の平等が強調され、目の前に
迫る社会的リスクへは個々人あるいは世帯単位で対応しなくてはならなくなった。 
そこで人びとは社会的リスクに対して自己防衛的行為をとるようになっていった。日本では
1990 年代以降、個人的自由や経済的自由を重視するリバタリアニズム（自由至上主義）の影響
により、自己責任論が展開されていく。この自己責任論の下、自己防衛的行為をすることで、
他者と関わり合うことを避け、自己完結型のリスク管理に陥ってしまうのではないだろうか。
その中で、すべての者が自己完結的なリスク管理ができるわけではなく、個別に社会的リスク
に対処できない脆弱な者も存在する。彼らはワーキングプアやバルナブル・コンシューマーな
どと言われたりするが、このような脆弱な者を前にすると、自己完結的にリスク管理できる人
びとは「誰かのために自分自身が割を食っているのではないか」という排除マインドを抱いて
しまう（Young2007＝2008）。実際、生活保護受給者やホームレス等への非難の中にこのような
考え方があり、社会からの排除や周辺化が生み出されているのではないか。これに対応するに
は、釧路市自立支援プログラムの事例にもあったように、潜在能力も含めた資源の獲得する機
会を保障し、就労のみを目的するというだけでなく、人間としての尊厳の回復や公共性の観点
から社会的排除／包摂概念をとらえる必要があろう。 
 この点をふまえ、まず強調したいのは、社会的排除を克服するにはディーセント・ワークが
実現できる働く場の確保が不可欠であるということである。釧路市の自立支援プログラムは、
社会的包摂施策として一定の効果をあげているが、大きな課題は「ディーセント・ワーク」が
十分に存在しない点にある。中間的就労やパーソナル・サポート・サービスなど多様な教育・
訓練は重要なものであるが、その前提は、年齢等の属性に関わりなく、それらの支援をうけた
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者が復帰できるよう量的にディーセント・ワークの確保が必要である。健全な働く場が不足し
ていたら、教育・訓練をうけても社会復帰できず、社会に対する疑念が増し、回復したアイデ
ンティティ（自尊心）が再び喪失してしまうだろう。したがって、ディーセント・ワークの量
的確保政策なしに、中間的就労あるいは自立支援プログラムがワークフェアとして位置づけら
れると、社会的包摂施策とはなりえず社会的排除をさらに悪化しかねない。 
ディーセント・ワークが十分に確保できているとは言い難い日本の現状では、ワークフェア
を強調することにより労働の不安定化を推し進めてしまっているところもある。つまり、どん
なに劣悪な労働条件であっても、働いているほうがよいとされてしまう（岩田 2008 など）。
フォーディズムが機能していた工業社会では、未熟練労働者も正規雇用者となり、安定した給
与水準の下、豊かさを享受できた部分があるが、ポストフォーディズムへの移行した脱工業化
社会では、未熟練労働者は低賃金で単純作業に従事することになり、不安定な生活を強いられ
る可能性が高くなっている。ますます進むグローバル化によって、製造業を中心に日本国内の
産業空洞化の進行が危惧されている中、ワークフェアがワーキングプアを推奨しかねない状況
ときちんと向き合う必要があろう。これは労働や社会参加を保障する個人の尊厳について考え
ることにもつながる。 
2010 年に閣議決定された「新成長戦略」には、「国民すべてが意欲と能力に応じ労働市場や
さまざまな社会活動に参加できる社会（「出番」と「居場所」）を実現し、成長力を高めていく
ことに基本を置く」としている（首相官邸 2010）。そして、雇用の量的拡大のため「地域雇用
創造と『ディーセント・ワーク』の実現」の必要性を言及している。若者個人に対して教育・
訓練を実施するだけでは、社会的排除という課題を解決することは困難である。社会的排除は
労働市場や貧困・格差といった社会構造の中から生じているという点を十分に理解することが
求められる。とはいえ、ディーセント・ワークとは、単に社会的価値があるのみで、市場経済
から完全に独立しているものを意味しているわけではない。市場経済内でも何等かの意義があ
り、そのうえで市場経済の枠外の価値とも尊重できるようなものであろう。地域の特徴やこれ
までの市場では見逃されていたニーズとウォンツを汲み取ったソーシャル・ビジネスやコミュ
ニティ・ビジネスの創造が一例としてある（横石 2007 など）。 
次に、一度社会から排除されてた個人に注目すると、彼ら・彼女らは社会との接点が乏しく
なっているため、まずはその接点を作り出す必要があろう。それには中間的就労は意義あるも
のである。ハーベイによると、働く権利とは、①求職者が自由に働く場を選択できるに足る雇
用機会の確保（量的側面）、②労働報酬、労働時間、労働条件など、働く環境がディーセント・
ワークとなっていること（質的側面）、③全ての人に平等な雇用機会と雇用条件の保障（分配的
側面）、④ペイドワークだけでなくアンペイドワークを含む労働の範囲の拡大という 4 つの領域
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があるという（Harvey, P. 2007）。就労の権利をこのように捉えると、①～③について労働市場
の内側に関することであるが、④は労働市場を超えた部分が含まれ、市場経済の枠を超える部
分にも労働の価値を見出そうとしている。その際の中心概念が「参加」であり、個人と社会と
の関係を「参加」という視点から捉え直していくことで、自立を促すことにもつながると考え
る。 
これまで「参加」について政治学や社会学等で議論されてきたが、それらでの議論は、「意思
決定プロセスへの参加」が中心であった。しかし、1980 年代に登場した参加型福祉社会や住民
参加型在宅福祉サービスの登場により、「福祉における参加の次元が多様化」した（室田 2010）。
和気によると、参加を①サービス利用過程への参加、②サービス提供過程への参加、③意思決
定過程への参加と 3 つに整理している（和気 2006）。①という考え方は 1990 年代の社会福祉基
礎構造改革をふまえた「参加」であると考える。この改革により主な社会福祉サービスの供給
は従来の措置制度が廃止され、自己決定に基づく利用者の契約制度が導入されるようになった。
そこでは、コンシューマリズム的な意味での「参加」に対する批判もあるが、排除されている
者にとっては数少ない社会との接点と捉えることもでき、福祉サービスの利用が社会的包摂政
策の入り口と位置づけることも可能であろう。 
 家族、地域社会、職域といった領域で個人化・個人主義が進展している中、個人が背負う社
会的リスクも増大している。そして、それぞれの領域が重層的に重なり合っているため、社会
的リスクの現れ方も多様であり、社会的排除の過程が複雑な場合も少なくない。その過程で喪
失したアイデンティティ（自尊心）をいかに回復するかは課題である。自立とは、誰にも頼ら
ずに自己完結的に個々人や世帯単位で課題解決することではない。現代社会は「関係性の貧困」
の時代へと移行した（前田 2010）との指摘があるように、地域社会や職域、家族でのウィーク
タイズに基づく関係性の中で、社会的リスクに対する課題解決をはかる仕組みの構築が求めら
れているのではないか。釧路市の自立支援プログラムでは、一度社会から排除されてしまった
個々人が、生活福祉事務所や NPO 等との関わりの中で、個人の自尊心の回復のみならず、徐々
に「集団的アイデンティティを獲得しながら、実際の社会に受け入れられるようになる過程（福
士 2009）」を体系的に組み込もうとしたものであった。この社会的包摂には長い期間を要する
わけだが、釧路市で行われたような第二次 WG 会議の政策評価の検討は、「関係性の貧困」克
服に向け意義あるものといえる。 
 
おわりに 
 
 2011 年 10 月 20 日、全国 19 の政令指定都市でつくる指定都市市長会は、民主党と厚生労働
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省に対し「働くことができる人は働く」社会の構築に向け、受給に期限を設けるなどの生活保
護制度の抜本的改正を要望した10。具体的には、働くことが可能な人に対して「集中的かつ強
力な就労支援制度」の導入を提言している。ボランティアや軽作業などのプログラムへの参加
を義務付け、さらに生活保護から就労自立ができない場合は 3 年あるいは 5 年といった一定期
間ごとに「自立に向けて最大限の努力を行ったか」を判断し保護を続けるかどうか決めるとい
うものである。これに対し、生活保護問題対策全国会議では「生活保護利用者の増加は、失業
率の高止まり、非正規雇用者の増大や社会保障制度の不備等を要因としており、生活保護制度
に問題があることが原因ではない」と発言している11。 
水俣病の被害をうけた水俣市では「もやい直し」運動がある。この運動は、住民どうしの共
同性・きずなを回復させようとする目的をもったものである。また、福島第一原子力発電所の
被害をうけた福島県飯館村の 3．11 以前を描いた『までいの力』という本が 2011 年 4 月に出版
された。「までい」とは、手間ひまを惜しまず、丁寧に、心をこめて、つつましくという人間本
来の生活を推奨するもので、現代的な用語では「スローライフ」の推奨を示す言葉である。い
ずれも生活の隅々まで市場原理がいきわたっている今日、行き過ぎた市場原理の見直しを求め
る一例といえる。社会的排除も個人レベルの問題として矮小化してしまうことなく、過度な市
場原理を奨励してきた過程で生じた現象としてとらえる必要があり、それが社会的排除を考え
る上で求められることではないだろうか。経済成長や完全雇用が困難な時代に、労働と社会保
障・社会福祉のあり方をふまえた社会像を提示し、バックキャスト的な手法を取り入れた政策
づくりをする必要があると考える。 
 
 
※ 本稿は、専修大学社会科学研究所特別研究助成「若年・青年層の不安定就労ならびに社会
保障制度の現状」（研究代表者：宮嵜晃臣、研究期間：2010-2012 年度）と科学研究費補助
金（若手研究（B））「不安定雇用社会におけるワーク・ライフ・バランス概念の位置づけ」
（研究代表者：鈴木奈穂美、研究期間 2010-2011 年度）の研究成果の一部である。 
 
                                                                 
10 詳細は、2010 年 10 月 20 日に指定都市市長会がまとめた『生活保護制度全般のあり方を含めた生活保護
制度の抜本的改革の提案』http://www.siteitosi.jp/activity/pdf/H22_10_21_01.pdf（2011/12/1 アクセス）を参照
のこと。 
11 詳細は、2010 年 10 月 20 日付の生活保護問題対策全国会議ブログにある、指定都市市長会・生活保護制
度改革案に対する意見書 http://blog.goo.ne.jp/seiho_taisaku（2011/12/1 アクセス）を参照のこと。 
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